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小山陽子●有限会社ドス・ティグレス取締役/オンラインショッププロデューサー

キーワード広告、共催企画など有償プロモーションに積極的
月商100万未満が4割、年商10億円店も登場して売上は二極化

「インターネット白書」では今回初めてネットショップの

運営について本格的調査を行ったが、その結果、最も活発に

インターネット上で商っているショップの現状が鋭く切り出

せたと考えている。感慨深いのは、回答のネットショップの

45.8％が「開店3年未満」であるということだ。これらはい

わゆるインターネットバブルの2000〜2001年を機に参入した

店であり、それ以前に参入していた開業5〜8年目のミドル

ショップ（51.8％）＋それ以上古参のベテランショップ

（2.3％）と完全に拮抗する勢力となっているのだ。

この新世代の特徴は、HTMLタグやCGIのようなインター

ネット特有の技術習得を特に必要としなかったという点。構

築ソフトやASP（アプリケーションサービスプロバイダー）、

そしてショッピングモール出店といった、ネットショップ開店

のためのインフラが整備された時代のショップであり、技術

のしがらみから解き放たれているため、よりマーケティング戦

略やプロモーションに力点を置ける傾向にある。無償が常識

のインターネットの時代を経験しているショップがなかなか有

償の広告手法に踏み出せなかったのに比べ、「商売にはある

程度の広告費が不可欠」との柔軟な受け入れ方ができるので

はないだろうか。

その最たるものが、2001年から登場した「共同開催懸賞

企画」（以下「共催企画」）。当初は、絶大な効果で注目さ

れつつあったメールマガジンの購読登録者数を劇的に増すた

めに考案された。同じショッピングモールに出店する複数店

が共同の懸賞応募ページをコスト等分で設置し、お互いのメ

ールマガジン読者に他店のメールマガジン購読許可を前提に

応募を促す形態である。初めは複数店が集まればより景品の

豪華さが増す、といった程度のものであった。ところが、頻

アンケート調査で明らかになった
ネットショップ運営の実態

繁に共催企画を繰り返すうちに、マンネリ化打開のためにゲ

ーム性に趣向を凝らざるを得なくなる。スピードくじ型、現

金配分型、掛け率アップ型、罰ゲームを伴うショップ間競争

型、オークション入札数競争型など次々に新しい懸賞テクニ

ックを開発。ゲーム性の増幅と同時に参加店数や景品数など

を増しながら、回を追うごとに企画規模を増す。手数の多さ

と厳しいプロモーション義務についていけずに疲弊するショッ

プを淘汰しながら、機動力を発揮できる店はさらに露出度を

獲得していく。

こうして2004年のネットショップには二極化ともいえる顧

客獲得力の違いが生まれている。たとえば所有するメールマ

ガジン読者数で見ると、83.6％が「5万人未満」とほぼ常識

的なレベルであるのに対し、「10〜20万人」の回答が10店、

「20万人以上」の回答が3店もある。これらショップは、顧

客へのリーチ力が通常店の2〜4倍以上ある計算になる。も

ちろんこの数字は大きく売上の違いを生む。

そして、昨年の年間売上高については「年商1億円超」と回

答したショップは37店（11.5％）、うち5店が「年商10億円以上

（月商8千万円以上）」と回答した。もちろんこれら成功店には、

商品力や商品データベース力を核として地位を獲得した店も

ある。が、そのようなショップはどちらかというとミドル〜ベテラ

ン世代で、すでに基礎体力を5年以上前に獲得していた。そ

うでない新規参入店が同じ土俵で競争するためには、過酷

な機動力を余儀なくされながらもコストパフォーマンスが高い

共催企画が実に有効な手段であり、実際に「効果的」と認め

るショップが90.2％もいる（今回は紙幅の都合で割合）。来年

の今頃はさらに「億万ショップ」が誕生し、いよいよネットプロモ

ーション積極派が優勢な傾向が顕著になっているだろう。

「ネットショップ運営の実態」（p.299〜305）の調査対象および調査方法

調査協力 EC研究会　http://news-japan.com/ec/
えとコミ塾　http://www.etocomi.com/
オンラインショップマスターズクラブ（OSMC）http://www.osmc.ne.jp/
全国イーコマース協議会（略称EC協議会）http://www.ec-conference.com/

調査方法 上記のEC団体から会員あるいは関連ネットショップ運営者にメールを配信し、アンケートシステムに誘導
調査期間 2004年5月21日〜28日
アンケートシステム 株式会社マクロミル
補足 回答企業の従業員規模は、9社と無回答の7社を除いて正社員5人以内。実店舗との併売型は56.7％、ネット専業は

42.8％。回答ショップの所在地は全国。
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資料6-2-2　取扱商品　N=390

ボリュームゾーンは「3〜5年未満」で、

最初にネットショップが注目された時期

から開始したと思われる。そして回答者

の45.8％が「3年未満」。これだけの短

い期間で順調な稼動が可能なのは、この

ゾーンの回答者の多くがインフラの十分

整備されたショッピングモール出店者で

あるためではないかと考えられる。

ネットショップ開店歴は3年未満が45.8％
資料6-2-1　ネットショップの開店歴　N=390

「食料品・酒・飲料」「衣料･アクセサリー」「家具・インテリア用品」が多い。予想外に少ないのが「コンピュー

タ関連機器」と「家電・AV機器」。これらの業種はインターネット上ではすでにトップシェアが形成されており、

また価格競争面でリアル量販店の販売力に対抗が難しいという理由があると考えられる。そして、このグラフでの

少数業種はまだまだ狙い目といえる。

取扱商品は「食料品・酒・飲料」が1位、「衣料･アクセサリー」が2位

6か月未満　2.8 %8年～10年未満　2.3%

10年以上　0.0 %

6か月～1年未満 
7.9 %

1年～2年未満 
15.4 %

2年～3年未満 
19.7 %

3年～5年未満 
40.5 %

5年～8年未満 
11.3 %
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0 5 10 15 20 25 30 35％ 

その他 

不動産 

車・バイク 

イベントチケット予約 

旅行・宿泊予約・航空券 

コンピュータソフトウェア 

コンピュータ関連機器 

書籍 

ペット 

生花 

ＣＤ・ＤＶＤ・セルビデオ 

スポーツ・アウトドア用品 

家電・ＡＶ機器 

酒・飲料 

医薬品・健康食品 

化粧品・ヘアケア商品 

家具・インテリア用品 

衣料・アクセサリー 

食料品 

17.7 
0.0 
0.5 
0.5 
0.5 
1.0 
1.5 
2.3 
2.3 
2.6 
2.8 
3.3 
3.8 

10.0 
11.0 
12.3 

17.7 
26.7 

29.7 
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これは複数店舗の運営を前提に、それぞれ詳しく聞いたものだが、全体を通して聞くと（複数回答）、ショッピン

グモール出店中は79.0％、何らかの独自運営店を持つのは48.4％なので、モール店しか持たない運営者は30％

前後いると思われる。この数字は「開店3年未満」45.8％の数字と無関係ではないだろう。新しく参入する運営

者でも容易に開店と集客が可能なショッピングモールの機能性とプロモーション力が、ネットショップの運営形態

に選択肢を増やした。しかも楽天市場が主勢力となっており、Yahoo!との数の相違が際立っている。 

主力店は楽天に出店が60.5％、自社独自サイトをしのぐ
資料6-2-3　ネットショップの運営形態とモールの利用（主力店舗順）　N=390

資料6-2-4　ネットショップの代金決済手段　N=390

クレジット決済導入ショップは9割。今やクレジット決済はネットショップ運営に不可欠だ。ネット銀行決済の導

入が45.4％まで上がってきた点は印象的だが、まだまだ主勢力ではない。コンビニ決済が53.6％あるが、これ

には前払いと後払いの両方が考えられる。コンビニ後払いの顧客利便性が強調された時期は終わりを告げたのでは

ないか。

9割がクレジット決済、ネット銀行も45.4％

0

1店舗目 

2店舗目 

3店舗目 

4店舗目 

5店舗目 

10 20 30 40 50 60 70 80 90 100％ 

自社独自のサイト 

Yahoo!ショッピング 

Yahoo!オークション 

楽天 

ビッダーズ 

その他モール 

携帯公式サイト 

携帯非公式サイト 

携帯モール 

あてはまるものはない 

無回答 

36.7％ 60.5％ 

0.8％ 0.0％ 

0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 

0.5％ 0.3％ 

1.3％ 

11.0％ 49.0％ 11.8％ 3.1％ 13.8％ 7.4％ 

1.3％ 0.5％ 0.3％ 1.3％ 0.5％ 

4.6％ 75.4％ 

90.0％ 

6.9％ 4.1％ 

2.6％ 2.1％ 1.8％ 0.3％ 0.8％ 0.8％ 0.8％ 

1.3％ 0.3％ 0.3％ 0.5％ 0.8％ 0.3％ 0.5％ 0.0％ 0.3％ 1.5％ 

1.5％ 1.8％ 0.5％ 1.0％ 1.5％ 1.3％ 0.3％ 0.3％ 0.8％ 0.8％ 

94.4％ 
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0 20 40 60 80 100％ 

その他 

通信料金への加算（NTTなど） 

ネット銀行による決済 

コンビニ決済 

郵便振替 

銀行振込 

クレジット決済 

代引 

6.7

6.2

45.4

53.6

70.3

86.2

90.8

95.6
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資料6-2-6　ネットショップの集客手段で最も投資対効果の高いもの（単数回答）　N=376

SEO（サーチエンジン最適化）を実行しているショップは61％。今やこの用語と手法はすっかり普及したことが

うかがえる。脚光を浴びているキーワード検索は、まだそれほど参入者が多くない。そして、アドワーズへの出稿

者はオーバーチュアの2倍強。来年の動向は要注目だ。アフィリエイトプログラムの導入店が25.4％いる点も興

味深い。

集客手段はメルマガとSEO、キーワード広告の出稿
資料6-2-5　ネットショップの集客手段（複数回答）　N=390

「SEO」と「メールマガジン配信」がダン

トツ。メールマガジン効果への高評価は

相変わらず持続しており、執筆・配信テ

クニックを研鑽するための勉強会組織も

多数生まれている。SEOが高く評価され

ているのに、キーワード広告の評価が低

いのは、導入への障壁の高さと広告費の

割高感があるためでは。キーワード広告

サービス業者には警鐘的な数字だ。

投資対効果が高いのはメルマガの配信、次いでSEO

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90％ 

無回答 

わからない 

その他 

TV広告への出稿 

携帯電話を使った誘導（空メールの受付など） 

特に何もしてない 

他社サイトへのバナー広告の出稿 

キーワード広告の出稿（オーバーチュア） 

他のメール媒体へのメール広告の出稿 

紙メディア（雑誌広告やチラシへの誘導）にURLを記載して誘導 

アフィリエイトプログラムの導入 

キーワード広告の出稿（Googleのアドワーズ広告） 

SEO（検索エンジンで上位に表示されるためのコンテンツ調整） 

会員登録してもらった人へのメールマガジンの配信 

0.0

0.3

6.2

0.8

2.8

3.3

8.5

13.3

13.6

14.4

25.4

34.9

61.0

81.3
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SEO（検索エンジンで 
上位に表示されるためのコンテンツ調整） 

34.8%

キーワード広告の出稿 
（Googleのアドワーズ広告） 

6.9%

キーワード広告の出稿 
（オーバーチュア） 

2.9%

他社サイトへの 
バナー広告の出稿 

0.5%

会員登録してもらった人への 
メールマガジンの配信 

38.0%

他のメール媒体への 
メール広告の出稿 

2.1%

紙メディア（雑誌広告や 
チラシへの誘導）に 
URLを記載して誘導 

0.8%

携帯電話を使った誘導 
（空メールの受付など） 

0.5%

アフィリエイト 
プログラムの導入 
3.2%

その他　2.1% 無回答　0.0%

わからない 
8.0%

アンケート調査で明らかになった
ネットショップ運営の実態
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週2度以上配信のショップが41.7％もあ

る点は、頻度が少ないショップにとって驚

きだろう。さらに「1日に2回以上」と答

えたショップが4店もある。顧客もこれほ

どメールが届くと辟易するので、微妙に

ターゲットを変えながら配信しているので

は。ターゲティングメールが打ちやすい楽

天市場システムを自由に駆使しているシ

ョップ像が浮かび上がる。

週に2回以上メルマガを配信するショップが41.7％
資料6-2-7　メールマガジンの配信頻度　N=317

資料6-2-8　メールマガジンの配信先顧客数　N=146

一部のショップの購読者保有数の多さは

すでに述べたが、予想外だったのが「1〜

5万 人 未 満 」 と 回 答 し た シ ョ ッ プ が

56.2％もいたことだ。実は、3〜4年前

の平均的ショップの保有数とそれほど変

わっていない。ユーザーのメールアドレス

保有者数が激増しているのに対し、あま

りに少ない。やはりメールマガジン購読者

募集という手法と方法論が頭打ちになっ

ているのか。

メルマガ配信先顧客数は1万〜5万が主流

週に2回程度 
30.3%

毎日 
10.1%

週1回程度 
32.2%

月に2回程度 
17.7%

月に1回程度 
5.4 %

3か月に1回程度　1.6%
半年に1回程度　0.9%

年に1回程度　0.0 % わからない　0.6 %
１日に2回以上　1.3%

©impress,2004

©impress,2004

1,000～5,000人未満 
12.0%

5,000～10,000人未満 
10.7%

500人未満　2.5%
500～1,000人未満　2.2%

10,000～50,000人未満 
56.2%

50,000～100,000人未満 
11.7%

200,000人以上　0.9%
わからない　0.3% 無回答　0.3 %

100,00～200,000人未満　3.2%

アンケート調査で明らかになった
ネットショップ運営の実態
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資料6-2-10　ネットショップがアウトソーシングしている分野　N=390

キーワード広告の特徴は、競争の激しい

キーワードはすぐ高騰する点。業種間で

費用格差が生じやすく、このグラフでも

その実態がうかがえる。月額10万円以上

かかっているケースは、出稿数やクリック

数が多いのでなくクリック単価が高いか

らと予想される。その一方で月額50万円

以上投じるショップが存在しており、ネ

ットショップにキーワード広告への依存傾

向が強まりつつある現実を浮き彫りにし

ている。

月額のキーワード広告は月額5,000円未満が23.3％
資料6-2-9　キーワード広告の月額費用　N=146

莫大な売上高の裏には、安定した物流力とバックヤード処理力が必要である。倉庫業務までアウトソーシングして

いるショップはすでに22店。今後業者の選択肢も増え、採用店は増加するだろう。最も分業化しやすいページ作

成を外部委託するショップは意外に少なく26.9％。そして全て自社で処理するショップが46.2％と、まだまだ

自己流派が大多数だ。

内製が大多数、ページデザインは26.9％、倉庫は5.6％は外注

5,000円未満 
23.3%

5,000円～1万円未満 
17.1%

1万円～5万円未満 
30.8%

5万円～10万円未満 
12.3%

10万円～50万円未満 
8.9%

50万円～100万円未満 
0.7%

100万円以上 
0.7%

わからない 
2.7%

無回答 
3.4%
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0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50％ 

わからない 

特にない 

その他 

受注・発注管理 

ユーザーサポート 

広告出稿 

アクセスログ解析 

メールマガジンの編集 

未払い金の回収 

倉庫 

代金回収 

配送・物流 

ページのデザイン・作成 

0.3 

46.2 

4.6 

0.5 

0.8 

2.6 

3.8 

3.8 

5.4 

5.6 

14.4 

16.2 

26.9 

アンケート調査で明らかになった
ネットショップ運営の実態
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月商100万程度は達成しているショップ

は57.4％。月商100万未満ショップは

41％で、昨年の段階ではまだ半分近くの

ショップが売上獲得に悩んでいたようだ。

その現実に比べ、年間で10億円以上を売

り上げる1.3％のメガショップとの乖離は

とてつもなく大きい。次回はぜひ、モール

店という同じインフラ上にあるショップの

売上格差と理由を問うてみたい。

41％が月商100万円未満だが、年商10億円のメガショップも登場
資料6-2-11　ネットショップの売上高　N=390

資料6-2-12　2004年度の売上増減見込み　N=390

実に92.6％ものショップが「増加の予定」

との前向き回答を寄せた。これは、昨年

の状況を抜け出す何らかの打開策を得た

からなのか。理由については今回問えて

いないが、2002年から花盛りの合宿型

勉強会などを中心に、ネットショップ特

有のマーケティング手法が確立し、その

会得者が続出していることも理由のひと

つと考えられる。

92.6％が2004年度は売上増加の見込み

100万～500万円未満 
17.2%

500万～1,000万円未満 
16.4%

1,000万～5,000万円未満 
37.2%

5,000万～1億円未満 
10.5%

1億円～ 
2億円未満 
4.9%

2億円～3億円未満　2.1%

3億円～4億円未満　0.3%

4億円～5億円未満　0.8%
5億円～10億円未満　0.3% 10億円以上　1.3%

わからない　1.8%
無回答　0.0%

100万円未満 
7.4%
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増加する 
92.6%

減少する 
1.8%

今年度並み　4.4% わからない　1.3%
無回答　0.0%

アンケート調査で明らかになった
ネットショップ運営の実態
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資料6-2-14　ネットショップが投資対効果を期待して取り組みたい対策　N=390

72.0％のショップが「人材不足」か「スタッフの技術の理解」を挙げた。就職難の世情が続く一方、ネットショ

ップに適した人材は未だ稀少で、切実に求められている。では、ネットショップスタッフに必要なスキルとは？ ネ

ット技術にとどまらず、クレーム処理や出荷業務など幅広くこなせる能力だろう。また、売上の伸び悩みや広告費

用など、コスト効果に対し、何らかの失望感を抱いているところが非常に多いのも気になる。

運営上の問題点は「人材不足」
資料6-2-13　ネットショップを運営する上での問題点　N=390

「ユーザビリティ、ウェブデザインの向上」の48.5％に対し、61.3％が有償での「集客のための広告対策、ネッ

ト上の露出」を挙げる。背景には、現在のネットでの露出の難しさが垣間見える。ネットショップを開けば売れる

時代はとうに終わっており、今や有償プロモーションがあってこそのネットショップの時代。今後の参入予定者は

十分に心すべきだ。

今後の取り組みたい対策はネット上の露出
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その他 

コンテンツ制作コストが高すぎる 

未払い金が回収できない 

インフラコストが高すぎる 

リピーターを確保したいが固定客がつかない 

競合店が多すぎる 

スタッフの技術の理解 

広告・集客費用が高すぎる 

売上が思ったより伸びない 
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0.8 

5.1 

8.2 

4.6 

5.9 

10.8 

13.6 

16.2 

26.4 

26.7 

44.4 

45.6 
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0 10 20 30 40 50 60 70％ 

わからない 3.8 

特にない 2.6 

その他 3.6 

ログ分析などアクセス解析ツールの導入 7.9 

帯域・サーバースペック・セキュリティなど 
インフラ面でのシステム投資 

9.2 

情報更新頻度を上げるためのブログやCMS 
（コンテンツマネージメントシステム）の導入 

19.7 

商品情報などコンテンツ増強のための 
データベース構築 

32.1 

メール配信などカスタマーリレーションシップ 
向上のための仕組み作り 

32.8 

ユーザビリティ（操作性）やアクセシビリティー、 
ウェブデザインの向上 

48.5 

アクセス数向上・集客のための広告対策、 
ネット上の露出アップ 

61.3 

アンケート調査で明らかになった
ネットショップ運営の実態
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